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川崎市新型コロナウイルス感染症の流行下における高齢者への検査事業 Q&A 

＜対象者について＞ 

番号 質問 回答 

１ どういう人が本事業を利用

できますか。 

次のすべてに該当する方が対象者になります。 

① 検査時点で市内に住民票を有する方 

② 市内協力施設へ契約等により入所等が決定した方

で、入所等を行う方（継続して入所等している方

を除きます） 

③ 検査時点で行政検査の対象とならない方 

④ 本事業に関して説明を受け了承かつ個人情報等の

取扱い等について同意した上で、検査を希望する

方 

⑤ 他の補助事業の対象とならない方 

２ 検査を受ける者の自己負担

はありますか。 

自己負担はありません。 

 

３ 対象者を限定したのはなぜ

ですか。 

無症状の人を対象に広く検査を実施した場合、偽陽

性・偽陰性の問題があるため、施設をクラスター発生

から守るという観点から対象者を絞って実施します。 

４ 市外に住民登録がある入所

者は利用できますか。 

市外に住民登録がある場合は、本事業は利用すること

ができません。住民登録がある自治体の助成制度を御

確認ください。 

５ 市民が市外の施設に入所す

る場合は、利用できますか。 

市外の施設に入所する場合は、本事業は利用すること

ができません。 

６ 協力施設ではない施設へ入

所する場合は利用できませ

んか。 

本事業は利用できませんので、施設や自由診療により

検査を行っている医療機関へ御相談ください。 



 

 

 

７ 施設が入所者に一律に検査

を受けさせてもいいですか。 

本事業は本人が検査を希望する場合に利用できるも

のです。一律に検査を受けさせる場合は対象外です。 

８ 検査を繰り返し受けること

ができますか。 

検査を受けるのは、施設へ入所等を行う時のみとなり

ます。ショートステイ利用の場合は、月１回まで可能

です。 

９ 症状がある場合は本事業の

検査を受けられませんか。 

発熱などの症状がある場合には、自己負担のない行政

検査の対象となる可能性がありますので、かかりつけ

医、川崎市新型コロナウイルス感染症・ワクチン接種

コールセンター（044－200－0730）へお問い合わせ

ください。 

１０ 入所後の検査は可能ですか。 契約または措置等の後であれば、入所等の前後で検査

可能です。ただし入所等の後の検査は、原則２～３日

以内で速やかに検査してください。 

１１ 入所前の検査はいつからで

きますか。 

検体採取日から入所等までの期間にも感染のリスク

はあるため、入所等の前１週間以内程度の実施を想定

しています。 

１２ 継続利用者が病院から退院

して入所する場合には利用

できますか。 

利用できます。 

 

１３ 他の施設から入所する場合

には利用できますか。 

利用できます。その場合、申請は受入れ施設で行って

ください。 

 

  



 

 

 

＜検査について＞ 

１４ 検査方法、検体は何ですか。 検査方法はＰＣＲ検査となります。 

検体は原則、唾液です。ただし、協力施設の嘱託医等

の医師の指示の下、医療従事者が鼻咽頭ぬぐい液を検

体として採取し、検査機関に提出することは可能で

す。その際に必要となる診察費用や医療従事者の人件

費は本事業の対象にはなりません。 

１５ 偽陰性や偽陽性とは何です

か。 

検査の性質上、実際には感染しているのに結果が陰性

になること（偽陰性）や、実際には感染していないの

に結果が陽性になること（偽陽性）が一定の割合で起

こる事象のことです。 

１６ 検体採取の際に必要な資材

は市で用意してくれるので

すか。 

受託検査機関から検体を入れる容器、梱包資材を協力

施設に提供します。検体の保管は冷蔵保管になるの

で、施設内の冷蔵保管できる設備で保管をお願いしま

す。検査機関側で別売のクーラーボックスも用意して

います。 

１７ 検体採取の際の消毒・衛生用

品などの費用は市から支払

われますか。 

消毒・衛生用品などは、本事業の対象にはなりません。

ただし、施設の種別によって、かかり増し経費の対象

になります。 

１８ 検体採取は入所者の自宅で

行うことも可能ですか。 

検体採取後、適切に冷蔵保管していただく必要がある

ので、検体の採取は施設で行ってください。 

１９ 検査結果が陽性となった場

合、受診費用、文書料や移送

費は出ますか。 

陽性の場合、被検者には提携医療機関に受診していた

だきます。提携医療機関にて、当該感染症か診断する

ための診察費を市で負担します。提携医療機関以外の

医療機関の受診費用や本人の診断書料などの文書料

や移送費用については本人の実費負担となります。 

２０ 検査の予約は直前でも可能

ですか。 

検査予約は、原則１週間前までに検査機関に検査依頼

用紙を FAX してください。もし緊急で検査する必要

がある場合などは検査機関へ御相談ください。 



 

 

 

２１ 検査結果が陽性だった場合、

その後の流れはどうなりま

すか。 

協力施設から速やかに被検者に陽性の連絡を行い、提

携医療機関の受診と自宅待機を促してください。提携

医療機関が電話で診察を行い、当該感染症と診断され

れば、感染症法に基づく届け出を保健所に行います。 

２２ 検査の結果、陽性が判明し、

長期入院などとなり結果と

して入所に至らなかった場

合は事業対象外ですか。 

検査時点で要件を満たしていれば、やむを得ない事情

により結果として入所に至らなかった場合も事業対

象として認めます。 

２３ 陽性となった利用者が入院

治療・宿泊療養とならなかっ

た場合の必要な対応とは何

ですか。 

協力施設は、検査結果が陽性で、入院治療や宿泊療養

とならなかった場合に備えて、利用者のサービス提供

が途切れないよう、サービスの利用調整等に御協力く

ださい。 

 

＜提携医療機関について＞ 

２４ 提携医療機関の診察はどう

行われますか。 

提携医療機関の診察方法は電話による診察です（検査

結果に基づいて診察を行い、当該感染症と診断されれ

ば、保健所に感染症法の届出を行います。）。 

２５ 本人に電話がない場合、提携

医療機関の診察はどうなり

ますか。 

本人が電話を持っていない場合は、家族の電話など、

提携医療機関からの連絡が可能な電話を用意してい

ただき、診察を行います。 

２６ 検査結果が陽性だった場合、

提携医療機関以外の医療機

関を受診してもいいですか。 

提携医療機関以外の医療機関を受診することも可能

です。その際は、検査機関へ提携医療機関以外の受診

となることを連絡してください。なお、受診費用や移

送費用などについては本人の実費負担となります。 

 

＜協力施設について＞ 

２７ 市内協力施設とは何ですか。 下記（※）の介護保険入所・居住系施設や障害者施設

等のうち、協力施設として登録申請した施設です。 



 

 

 

２８ 施設の登録申請は法人でま

とめて申請することは可能

ですか。 

登録施設が複数ある場合は、必要な施設情報を一覧に

して協力施設登録申請書に添付することで、同一法人

でまとめて申請することも可能です。 

 

※対象施設一覧 

介護保険施設 

介護老人福祉施設（地域密着型含む） 

介護老人保健施設 

介護療養型医療施設 

居住系介護サービス 

特定施設入居者生活介護事業所（地域密着型含

む） 

認知症対応型共同生活介護事業所 

小規模多機能型居宅介護事業所 

看護小規模多機能型居宅介護事業所 

短期入所生活介護事業所 

短期入所療養介護事業所 

老人福祉法による老人福祉施設 

養護老人ホーム 

軽費老人ホーム 

有料老人ホーム 

高齢者住まい法による住宅 サービス付き高齢者向け住宅 

障害者総合支援法による 

障害者支援施設等 

障害者支援施設 

共同生活援助事業所 

重度障害者等包括支援事業所 

福祉ホーム 

短期入所事業所 

療養介護事業所 

児童福祉法による施設 障害児入所施設 

生活保護法による保護施設 救護施設 

その他の社会福祉法等による施設 

生活困窮者・ホームレス自立支援センター 

無料低額宿泊所 

婦人保護施設 

更生保護施設 

 

 

 



 

 

 

＜その他＞ 

２９ 事業を中断する基準はあり

ますか。 

当事業は神奈川県の検査体制整備計画との整合性を

確認し、実施することとなっています。そのため、県

から事業中止の判断がある場合など中止とすること

がありえます。 

 


